
平成３０年度 健全化判断比率及び資金不足比率について 

１.健全化判断比率［財政の早期健全化・再生に関する判断比率］

○早期健全化基準を超える場合：自主的な改善努力による財政健全化（財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部監査の義務付け）

○財政再生基準を超える場合：国等の関与による確実な再生（財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査の義務付け、地方債の起債の制限）

説 明 平成 30 年度決算に基づく比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 
「一般会計等」を対象とした実質赤字の標準財政
規模に対する比率 

－ （   － ） 13.81％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 
「全会計」を対象とした実質赤字（又は資金の不
足額）の標準財政規模に対する比率 

－ （   － ） 18.81％ 30.00％ 

実質公債費比率 
「一般会計等」が負担する元利償還金及び準元利
償還金の標準財政規模に対する比率 

7.1％（ 6.6％） 25.0％  35.0％  

将来負担比率 
「一般会計等」が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模に対する比率 

105.2％（90.9％） 350.0％  － 

※「一般会計等」･･･角田市の場合は一般会計のみ対象、「全会計」･･････角田市の場合は東根財産区特別会計を除く 

※（ ）は平成 29年度決算に基づく比率 

２.資金不足比率［公営企業の経営健全化に関する判断比率］

○経営健全化基準を超える場合：経営健全化計画の策定（議会の議決）、外部監査の義務付け

説 明 会計区分 平成 30 年度決算に基づく比率 経営健全化基準 

資金不足比率 
公営企業ごとの資金の不足額の
事業の規模に対する比率 

水道事業会計 －（ － ） 

20.0％ 公共下水道事業特別会計 －（ － ） 

農業集落排水事業特別会計 －（ － ） 

※（ ）は平成 29年度決算に基づく比率 



健全化判断比率等の概要について 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

○ 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率（平成 30 年度決算では実質赤字額はなし）

・実質赤字額 ＝ 繰上充用額 ＋ （支払繰延額 ＋ 事業繰越額）

繰上充用額：歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額（なし） 

支払繰延額：実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額（なし） 

事業繰越額：実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額（なし） 

・標準財政規模（標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常一般財源の額） 

＝ 標準税収入額等（4,225,363 千円）＋ 普通交付税（3,113,659 千円）＋ 臨時財政対策債発行可能額（447,785 千円） 

＝ 7,786,807 千円 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額{（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）} 

標準財政規模 

○ 全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

（平成 30年度決算では実質赤字額又は資金の不足額を生じた会計はなし） 

Ａ：一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額（なし） 

Ｂ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額（なし） 

Ｃ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額（524,091 千円） 

Ｄ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額（809,079 千円） 



実質公債費比率 ＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

の３か年平均 

○ 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

・地方債の元利償還金：1,079,354 千円

・準元利償還金（①～⑤の合計額）：795,975 千円

① 満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額（なし）

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの（670,759 千円）

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

（124,791 千円）

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（425 千円）

⑤ 一時借入金の利子（なし）

・特定財源（住宅使用料、都市計画税等）：173,126 千円 

・元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額：1,122,981 千円 

・標準財政規模：7,786,807 千円 

※ 平成 30 年度の単年度の実質公債費比率は、上記の算式により 8.69203％になるが、平成 28、29 年度の単年度の比率はそれぞれ 6.48922％、

6.22079％となっているので、３か年平均は 7.1％になる。 



○ 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

・将来負担額（①～⑧の合計額）：27,797,168 千円 

① 一般会計等の地方債現在高（14,778,988 千円）

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）（なし）

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰出見込額（9,216,057 千円）

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額（1,770,027 千円）

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額（1,878,686 千円）

⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額及び公的信用保証に係る損失補償見込額（なし）

⑦ 連結実質赤字額（なし）

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額（153,410 千円）

・充当可能基金額：3,240,362 千円 

・特定財源見込額（住宅使用料、都市計画税等）：2,615,902 千円 

・地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額：14,924,254 千円 

・標準財政規模：7,786,807 千円 

・元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額：1,122,981 千円 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 

○ 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

（平成 30年度決算では、いずれの会計も資金の不足額はなし） 

資金の不足額：一般会計等の実質赤字に相当するものとして公営企業会計ごとに算定した額（なし） 

事業の規模 ：料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額 

水道事業会計（878,455 千円） 公共下水道事業特別会計（314,461 千円） 農業集落排水事業特別会計（17,217 千円） 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 




